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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第36期

第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
累計期間

第36期

会計期間
自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日

自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日

営業総収入 （千円） 22,139,821 22,495,494 29,193,007

経常利益 （千円） 211,420 255,692 145,109

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 97,853 166,018 198,526

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 97,845 141,938 207,170

純資産額 （千円） 2,063,318 2,265,154 2,172,642

総資産額 （千円） 12,224,240 13,130,029 12,647,218

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 19.82 33.63 40.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 16.9 17.3 17.2

 

回次
第36期
第３四半期
連結会計期間

第37期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年９月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年９月１日
至　平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.52 3.81

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業総収入には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結会

計期間より「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

５　平成28年９月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、前連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期

連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、日銀の金融緩和政策を受け長期金利が低水準で推移してい

ることや、都心部において再開発計画の相次ぐ着工などにより、不動産・建設業で活況が見受けられるほか、訪

日観光客数が引き続き増加していることによる消費効果も継続しており、緩やかながらも回復基調で推移してお

ります。また、米国の大統領選挙の結果を受け、急速に円安が進んでいることで、輸出企業を中心に収益の改善

期待が高まってきております。しかしながら、新興国の景気減速や、欧米などの今後の政治情勢への懸念が拭え

ないことに加え、個人消費は価格志向が強まってきており、景気の先行きには不透明感が漂っております。

 

当社のセグメントの業績は次のとおりであります。

① コンビニエンス・ストア事業の概況

コンビニエンス・ストア業界におきましては、大手チェーン間の経営統合や、中堅チェーンの提携による店

舗網の再編が進んでいるほか、店舗ブランド間での商品供給が行われるなど、大手３社による実質的な寡占化

がより進行しており、出店による店舗網拡大のペースは弱まりつつあります。しかしながら、集客が見込める

都市部では、オフィスビルや路面店を中心に高賃料物件の成約も散見され、各社の出店攻勢は継続しており、

既存店客数前年比が弱含む傾向が続くなど、個店の集客力向上への取り組みが課題となりつつあります。

このような状況のもと、当社グループのコンビニエンス・ストア事業におきましては、品揃えの強化及び販

売機会損失の削減が、お客様満足向上の最優先課題と認識し、前期より継続して改善に取り組んでおります。

また、期初に実施した商品棚の増設改装投資をより有効に活かすため、立地特性に合わせた品揃えの見直しや

拡充を進めているほか、独自に展開しているＰＢ商品、宝くじ、生花、クリーニングの取次ぎサービスなどを

通じた、差別化された店舗運営の強化を進めており、客単価は小幅ながらも伸長傾向にあります。

本社で毎週開催する店長会議の場では、優れた店舗の取り組み事例の共有を図っていくことで、迅速な執行

体制の構築に努めているほか、今期より従来の社員研修制度に加え、次世代を担う店長への育成研修を新たに

開始し、売場作り、労務を含めた店舗マネジメント全般に関する教育を行っており、中長期的な視点からの人

材教育の強化に取り組んでおります。

なお、当第３四半期連結会計期間末現在の加盟店を含む店舗数は、建物の耐震工事に伴う閉店を含め３店舗

を閉店したことで108店舗となったほか、前第３四半期連結会計期間の売上伸長に大きく寄与した、大規模イ

ベントが隔年開催であることや販促キャンペーンの反動の影響により、全店売上高は減少しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、コンビニエンス・ストア事業収入164億33百万円

（対前年同期比1.4％減）、セグメント利益３億８百万円（対前年同期比5.8％減）となりました。

② マンションフロントサービス事業の概況

マンション業界におきましては、住宅ローン金利の低下などを追い風に、都心部のマンションを中心に市場

を牽引しておりましたが、建材費や人件費の上昇を受けた販売価格は高止まりを続けていることで、需給バラ

ンスの悪化が顕在化してきており、今後の販売戸数の弱含みが懸念されております。

このような状況のもと、当社グループのマンションフロントサービス事業におきましては、マンションの資

産価値向上への貢献を目指しております。フロントサービスの向上に加え、エリアマネージャーによる受託物

件の巡回を強化し、入居者や関係者からの細かなニーズへ迅速に対応することに努めるとともに、ハロウィー

ンイベントなどの季節に応じた住居者向けイベントの開催支援のほか、おせち料理の予約受付など、付加価値

サービスの提供に取り組んでまいりました。また、パートを含めた全従業員に対して各種教育を継続して定期

的に実施しており、今後も安心・安全なマンションライフの実現に向けたより高品質なサービスの提供に努め

てまいります。
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人材ビジネスの拡大を視野に前期より開始した人材派遣サービスにおきましては、派遣先企業数は順調に増

加しており、派遣登録者の研修・教育のほか、継続的な就労環境の整備に取り組んでおります。しかしなが

ら、現在は派遣登録者の拡大に伴う各種費用が先行して発生しており、早期の収益化に努めてまいります。

なお、より地域に密着したサービスの強化や業務効率の改善を目的として、平成28年９月にマンションフロ

ント業務を担う地域運営会社３社を設立（簡易新設分割）したことによる諸経費のほか、本社を同６月に東京

都中央区に移転したことに伴う経費負担が生じております。また、当第３四半期連結会計期間末現在の総受託

物件数は、新規受託マンション数は27件となる一方、解約物件が28件となったことで865件となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、マンションフロントサービス事業収入42億52百万円

（対前年同期比0.7％増）、セグメント利益１億20百万円（対前年同期比34.2％減）となりました。

③ クリーニング事業の概況

クリーニング業界におきましては、ワイシャツ類の機能性向上や自宅で洗濯が可能なスーツの普及が進んで

いるほか、服装のカジュアル化や低価格化の影響などを受けて、１世帯あたりのクリーニング支出額は年々減

少しております。また、需要の減少だけでなく、洗濯や配送コストの上昇が続いている影響から、クリーニン

グ所・取次店の閉鎖が進むなど、近年のクリーニング業界を取り巻く環境は厳しさを増しております。

このような状況のもと、当社グループのクリーニング事業におきましては、マンションフロントやコンビニ

エンス・ストア店舗での便利、かつ、高品質のクリーニングサービスを提供しているほか、法人向けクリーニ

ングでは、継続して注力している施設内における宿泊関連やホテルに加え、公共施設などの案件を獲得してお

ります。

また、自社工場と商品管理センターによる、制服のクリーニングからメンテナンス、在庫管理までを一元管

理するメリットを活かしたトータルサービスの拡大を進めております。さらに、ハウスクリーニングサービス

では今期も年末に向けたお掃除代行サービスの引き合いを多くいただいております。

なお、個人のクリーニング需要は減少傾向が続いておりますが、販促セールの実施など需要喚起に引き続き

努めるほか、自社工場のクリーニング工程の一部に自動化設備を導入するなど、業務効率化を進めておりま

す。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、クリーニング事業収入９億36百万円（対前年同期比

3.2％増）、セグメント利益44百万円（対前年同期比8.4％増）となりました。

④ ホテル事業の概況

ホテル業界におきましては、日本人の国内旅行者数は減少傾向にあるものの、政府の掲げる「観光立国」に

向けた施策や、格安航空会社の就航便数の拡大などにより、国内の宿泊需要は継続して増加しております。し

かしながら、東京都心部を中心に、ホテルの新規開業が相次いでいることによる供給客室数の増加や、平成28

年の夏から秋にかけての円高による影響などもあり、都心部のホテル稼働率は緩やかながら低下の兆しが見ら

れております。

このような状況のもと、当社グループのホテル事業におきましては、ＪＲ京葉線沿線で手掛けているビジネ

スホテル「ＣＶＳ・ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」は、近隣のテーマパークの来園者数が高水準を維持していることも

あり、稼働率は引き続き好調に推移いたしました。また、平成27年12月に隣接地に開業いたしました新館につ

きましても、女性や家族連れのお客様からご好評いただいており、稼働率、客室単価ともに順調に上昇してお

ります。

前期より運営を開始したユニット型ホテル事業におきましては、平成28年11月に東京都港区に６棟目となる

「田町ＢＡＹ　ＨＯＴＥＬ」を開業いたしました。同ホテル事業は、宿泊費が高止まりする都心の好立地にお

いて、限られたスペースを最大限活用することで、リーズナブルな価格で宿泊を提供しており、低価格志向の

個人旅行やビジネス利用のお客様からのご支持いただいているほか、各ホテルともに女性専用フロアを設置す

ることで、安心・安全に宿泊したい女性のお客様からもご好評いただいております。また、運営オペレーショ

ンの一部を見直しコスト削減を進めているほか、ＳＮＳや動画共通サービスを通じた広告宣伝を積極的に展開

するなど、収益拡大に向けた取り組みを強化しております。

しかしながら、外国人観光客への訴求、認知度の向上に苦戦していることに加え、ビジネスホテルやホステ

ルが都心で相次いで開業していることによる競合環境の変化もあり、一部の曜日の稼働率が伸び悩んでいるこ

とから、収益化に当初見込みより時間を要しており、セグメント損失を計上しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、ホテル事業収入８億39百万円（対前年同期比

182.5％増）、セグメント損失89百万円（前年同四半期はセグメント利益５百万円）となりました。
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⑤ その他事業の概況

その他事業といたしまして、保有もしくはコンビニエンス・ストア事業に関連した不動産賃貸管理のほか、

ヘアカットサービス店舗やネットカフェ店舗の運営など、各種サービスの提供を行っております。

当第３四半期連結累計期間における業績は、その他事業収入１億89百万円（対前年同期比0.2％減）、セグ

メント利益23百万円（対前年同期比1.0％減）となりました。

 

以上の施策の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、営業総収入224億95百万円

（対前年同期比1.6％増）、営業利益42百万円（対前年同期比79.8％減）、経常利益２億55百万円（対前年同期

比20.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億66百万円（対前年同期比69.7％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて４億82百万円（3.8％）増加

し、131億30百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金が67百万円、商品が80百万円それぞれ増加

したことなどにより流動資産が１億65百万円増加し、また、不動産の売却により土地が１億20百万円減少した

一方、建物が３億65百万円、工具器具備品が98百万円それぞれ増加したことなどにより、固定資産が３億17百

万円増加したことであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて３億90百万円（3.7％）増加

し、108億64百万円となりました。その主な内訳は、短期借入金が３億円減少した一方、買掛金が80百万円、

未払金が90百万円、未払消費税等が１億６百万円それぞれ増加したことなどにより流動負債が97百万円増加

し、また、長期借入金が１億48百万円、資産除去債務が１億34百万円それぞれ増加したことなどにより、固定

負債が２億93百万円増加したことであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて92百万円（4.3％）増加し、22

億65百万円となりました。その主な内訳は、剰余金の配当を行ったほか、親会社株主に帰属する四半期純利益

を１億66百万円計上したことであります。

 

（３）店舗数（直営店及び加盟店の合計店舗数）の状況

地域別
コンビニエンス・ストア店舗

ホテル施設
直営店 加盟店 合計

東京都 63 2 65 6

千葉県 41 1 42 2

神奈川県 1 － 1 －

合計 105 3 108 8

（注）　上記には、連結子会社である株式会社エフ．エイ．二四及び株式会社アスクの店舗は含まれておりません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,064,000 5,064,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 5,064,000 5,064,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年９月１日

（注）
△45,576,000 5,064,000 － 1,200,000 － 164,064

（注）　平成28年９月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。これにより発行済株式

総数が45,576,000株減少しております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】
 

平成28年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 127,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,934,400 49,344 －

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数 5,064,000 － －

総株主の議決権 － 49,344 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（株）シー・ヴイ・エス・ベイエリア
千葉県浦安市美浜

一丁目９番２号
127,600 － 127,600 2.52

計 － 127,600 － 127,600 2.52

（注）　上記以外に自己名義所有の単元未満株式70株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平

成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,008,117 2,075,651

加盟店貸勘定 3,359 3,575

売掛金 482,837 495,293

有価証券 279,435 317,307

商品 503,462 584,183

その他 577,734 544,820

貸倒引当金 △436 △545

流動資産合計 3,854,510 4,020,287

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,385,170 2,750,643

土地 1,652,679 1,532,044

その他（純額） 499,638 598,247

有形固定資産合計 4,537,488 4,880,934

無形固定資産   

のれん 242,593 194,248

その他 69,791 68,533

無形固定資産合計 312,384 262,781

投資その他の資産   

投資有価証券 232,325 249,000

長期貸付金 240 270

敷金及び保証金 1,006,492 1,012,416

投資不動産（純額） 2,636,427 2,611,502

その他 67,348 92,836

投資その他の資産合計 3,942,833 3,966,025

固定資産合計 8,792,707 9,109,742

資産合計 12,647,218 13,130,029
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 242,355 323,192

短期借入金 2,100,000 1,800,000

1年内返済予定の長期借入金 407,937 447,908

未払金 446,331 536,728

未払法人税等 74,617 154,392

預り金 2,061,956 2,066,516

賞与引当金 73,494 33,897

店舗閉鎖損失引当金 131,831 71,840

資産除去債務 15,192 12,688

その他 319,341 522,922

流動負債合計 5,873,058 5,970,087

固定負債   

長期借入金 3,615,069 3,763,934

退職給付に係る負債 117,468 131,339

長期預り保証金 372,530 369,067

資産除去債務 487,165 622,111

その他 9,284 8,334

固定負債合計 4,601,517 4,894,786

負債合計 10,474,575 10,864,874

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,200,000 1,200,000

資本剰余金 164,064 164,064

利益剰余金 908,894 1,025,549

自己株式 △124,397 △124,459

株主資本合計 2,148,562 2,265,154

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 24,080 －

その他の包括利益累計額合計 24,080 －

純資産合計 2,172,642 2,265,154

負債純資産合計 12,647,218 13,130,029
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

売上高 16,297,893 16,096,598

営業収入   

加盟店からの収入 65,363 42,140

その他の営業収入 5,776,564 6,356,756

営業収入合計 5,841,927 6,398,896

営業総収入合計 22,139,821 22,495,494

売上原価 15,815,314 15,731,338

営業総利益 6,324,506 6,764,156

販売費及び一般管理費 6,113,207 6,721,578

営業利益 211,299 42,577

営業外収益   

受取利息 242 34

受取配当金 9,835 7,443

有価証券運用益 － 45,696

投資事業組合運用益 316 94,076

不動産賃貸料 253,958 258,519

その他 15,974 20,023

営業外収益合計 280,326 425,795

営業外費用   

支払利息 31,653 33,406

有価証券運用損 9,089 －

不動産賃貸費用 234,202 177,272

その他 5,260 2,002

営業外費用合計 280,205 212,680

経常利益 211,420 255,692

特別利益   

資産除去債務消滅益 － 4,756

店舗閉鎖損失引当金戻入額 4,862 5,448

固定資産売却益 36,654 57,975

特別利益合計 41,517 68,180

特別損失   

店舗閉鎖損失 2,101 3,607

固定資産除却損 － 6,346

特別損失合計 2,101 9,954

税金等調整前四半期純利益 250,836 313,918

法人税等 152,982 147,899

四半期純利益 97,853 166,018

親会社株主に帰属する四半期純利益 97,853 166,018
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

四半期純利益 97,853 166,018

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △7 △24,080

その他の包括利益合計 △7 △24,080

四半期包括利益 97,845 141,938

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 97,845 141,938
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（たな卸資産の評価方法の変更）

当社は、従来、商品の評価方法について売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より、当社コンビニエンス・ストア事業における、ファストフード

商品のうち店内加工商品等の一部商品について、総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

へ変更しております。

この変更は、店内加工商品についてより適正な商品の評価、在庫管理及び期間損益計算を行うことを目的とし、

在庫受払記録の方法を変更したことによるものであります。

当該会計方針の変更は、過去の連結会計年度に関する商品評価の算定に必要な在庫受払記録が一部入手困難であ

り、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を前連結会計年度において算定することが実務上不可能であ

るため、前連結会計年度末における商品の帳簿価額を第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来に

わたり総平均法を適用しております。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

当座貸越契約にかかる借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年11月30日）

当座貸越極度額の総額 4,500,000千円 4,200,000千円

借入実行残高 2,100,000 1,800,000

差引額 2,400,000 2,400,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

減価償却費 82,206千円 218,897千円

のれんの償却額 48,344千円 48,344千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月８日

取締役会
普通株式 49,364 1.00 平成27年２月28日 平成27年５月11日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月11日

取締役会
普通株式 49,364 1.00 平成28年２月29日 平成28年５月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
コンビニエ
ンス・スト
ア事業

マンション
フロント
サービス
事業

クリーニン
グ事業

ホテル事業 その他事業

営業総収入         

外部顧客への
営業総収入

16,661,275 4,093,645 898,817 297,281 188,799 22,139,821 － 22,139,821

セグメント間の
内部営業総収入
又は振替高

－ 128,839 8,406 － 900 138,146 △138,146 －

計 16,661,275 4,222,485 907,224 297,281 189,699 22,277,967 △138,146 22,139,821

セグメント利益 327,365 182,879 41,214 5,721 23,805 580,987 △369,688 211,299

（注）１　セグメント利益の調整額△369,688千円には、セグメント間取引消去5,204千円及び、各報告セグメントに配

分していない全社費用△374,892千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の人件費及び一般管

理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
コンビニエ
ンス・スト
ア事業

マンション
フロント
サービス
事業

クリーニン
グ事業

ホテル事業 その他事業

営業総収入         

外部顧客への
営業総収入

16,433,528 4,113,053 920,687 839,881 188,343 22,495,494 － 22,495,494

セグメント間の
内部営業総収入
又は振替高

－ 139,276 16,004 － 900 156,181 △156,181 －

計 16,433,528 4,252,330 936,691 839,881 189,243 22,651,675 △156,181 22,495,494

セグメント利益又は
損失（△）

308,487 120,347 44,657 △89,811 23,557 407,238 △364,660 42,577

（注）１　セグメント利益の調整額△364,660千円には、セグメント間取引消去5,454千円及び、各報告セグメントに配

分していない全社費用△370,115千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の人件費及び一般管

理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度より、従来「その他事業」に含まれていた「ホテル事業」について量的な重要性が増したた

め、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

また、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適正に評価するため、主に一般管理

費の配賦基準等を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行いました。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分及び算定方法に基づ

き作成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19.82円 33.63円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
97,853 166,018

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
97,853 166,018

普通株式の期中平均株式数（株） 4,936,429 4,936,386

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成28年９月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

　　　　平成29年１月13日
株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア

取　締　役　会 御 中

 

　　 　　優　成　監　査　法　人
 

指  定  社  員
公認会計士

 
　小 松 亮 一

業 務 執 行 社 員  

    

指  定  社  員
公認会計士

 
　小 野  潤

業 務 執 行 社 員  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリアの平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年
度の第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計
期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シー・ヴイ・エス・ベイ
エリア及び連結子会社の平成28年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累
計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
(注)１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア(E03372)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

